
 

「特定技能外国人受入れに関する運用要領」の一部改正について 

 

令和２年２月２８日 

 

 

 「特定技能外国人受入れに関する運用要領」について，下記のとおり必要な改正を行いましたので，公表します。 

 

記 

赤字が修正部分 

通し 

番号 

該当ページ 

（改正後） 
改正箇所 現行 改正 

1 P13 第４章 

第１節 

（２）健康状態に関

するもの 

【留意事項】 

○１つ目 

○ 日本に入国する前に，日本で行おうとする活動を支障

なく行うことができる健康状態にあることについて，医師

の診断を受けなければなりません。 

○ 新たに日本に入国する場合（在留資格認定証明書

交付申請を行う場合）には，申請の日から遡って３

か月以内に，日本で行おうとする活動を支障なく行

うことができる健康状態にあることについて，医師

の診断を受けなければなりません。 

2 
 

P13 ○２つ目 ○ 技能実習生や留学生などで在留中の者が，「特定技

能」へ在留資格を変更しようとする場合には，日本の医

療機関で医師の診断を受けることとして差し支えありま

せん。 

○ 他方，技能実習生や留学生などで在留中の者が，

「特定技能」へ在留資格を変更しようとする場合（在

留資格変更許可申請を行う場合）には，申請の日か

ら遡って１年以内に，日本の医療機関で医師の診断

を受けていれば，診断書を提出することとして差し

支えありません。 

3 

 

P34 第３節 

（２）納税義務のほか

公的義務の履行に

○ 社会保険についても，特定技能外国人が国民健康保

険や国民年金に加入している又は加入していた場合

は，国民健康保険や国民年金の保険料を納付している

○ 社会保険についても，特定技能外国人（特定技能

外国人になろうとする者を含む。この節において以

下同じ。）が国民健康保険や国民年金に加入している



関するもの 

○２つ目 

ことが求められ，保険料を一定程度納付していない場

合には消極的な要素として評価されることとなります。例

えば，特定技能外国人が国民健康保険や国民年金の

保険料を一定程度滞納していることが判明し，保険料を

納付するよう助言・指導があったにもかかわらず，引き

続き国民健康保険や国民年金の保険料を納付してい

ない場合（ただし，国民健康保険料（税）の納付（税）緩

和措置（換価の猶予，納付の猶予又は納付受託）又は

国民年金保険料の免除制度の適用を受けている場合

を除く。）には消極的な要素として評価されることとなりま

す。 

又は加入していた場合は，国民健康保険や国民年金

の保険料を納付していることが求められ，保険料を

一定程度納付していない場合には消極的な要素とし

て評価されることとなります。例えば，特定技能外

国人が国民健康保険や国民年金の保険料を一定程度

滞納していることが判明し，保険料を納付するよう

助言・指導があったにもかかわらず，引き続き国民

健康保険や国民年金の保険料を納付していない場合

（ただし，国民健康保険料（税）の納付（税）緩和

措置（換価の猶予，納付の猶予又は納付受託）又は

国民年金保険料の免除制度の適用を受けている場合

を除く。）には消極的な要素として評価されることと

なります。 

4 P35 （３）素行が不良で

ないこと 

【留意事項】 

○１つ目 

 〇 日本に在留する留学生等の外国人を特定技能外国

人として雇用する場合には，納税義務や社会保険料

納付義務が履行されていないと，在留資格変更許可

申請の審査に時間を要するほか，許可がされないこ

ととなりますので，採用予定者がこれらの公的義務

を履行しているかをあらかじめ確認してください。 

5 P39  ○ 特定技能外国人は，技能実習２号修了者であればお

おむね３年間，技能実習３号修了者であればおおむね

５年間，日本に在留し技能実習を修了した者であること

から，従事しようとする業務について，おおむね３年程度

又は５年程度の経験者として取り扱う必要があります。 

○ １号特定技能外国人の報酬の額は，技能実習生を受

け入れている場合には，技能実習２号修了時の報酬額

を上回ることはもとより，実際に３年程度又は５年程度の

経験を積んだ日本人の技能者に支払っている報酬額と

○ 特定技能外国人は，技能実習２号修了者であれば

おおむね３年間，技能実習３号修了者であればおお

むね５年間，日本に在留し技能実習を修了した者で

あることから，従事しようとする業務について，お

おむね３年程度又は５年程度の経験者として取り扱

う必要があります。この場合，技能実習２号修了時

の報酬額を上回ることはもとより，実際に３年程度

又は５年程度の経験を積んだ日本人の技能者に支払

っている報酬額とも比較し，適切に設定する必要が



も比較し，適切に設定する必要があります。 あります。 

○ 留学生等を新たに雇用する場合には，雇用する特

定技能所属機関の就業規則等に従って賃金を適切に

設定する必要があります。 

 

6 P45 第５章 

第２節 

第１ 

（１）労働，社会保

険及び租税に関す

る法令の規定の遵

守に関するもの 

【確認対象の書類】 

○ 労働関係法令の

遵守 

＜労働保険の適用

事業所の場合＞ 

（受入れを継続している場合） 

・雇用保険被保険者資格取得確認通知書（事業主控）

の写し 

＊対象となる特定技能外国人に係る最初の在留期

間更新許可申請時のみ 

・領収証書の写し（直近１年分） 

 

 

 

 

・労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書（事業

主控）の写し（上記の領収証書に対応する分） 

＊労働保険事務組合に事務委託している事業場

は，事務組合が発行した「労働保険料領収書」の

写し（直近１年分）及び「労働保険料等納入通知

書」の写し（前記の領収書に対応する分） 

（受入れを継続している場合） 

・雇用保険被保険者資格取得確認通知書（事業主控）

の写し 

＊対象となる特定技能外国人に係る最初の在留期

間更新許可申請時のみ 

・領収証書の写し（直近１年分）又は口座振替結果通

知ハガキ（直近１年分） 

＊口座振替結果通知ハガキを紛失した場合には都

道府県労働局が発行する「労働保険料等口座振替

結果のお知らせ」を提出してください。 

・労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書（事業

主控）の写し（上記の領収証書等に対応する分） 

＊労働保険事務組合に事務委託している事業場

は，事務組合が発行した「労働保険料領収書」の

写し（直近１年分）及び「労働保険料等納入通知

書」の写し（前記の領収書等に対応する分） 

7 P45-46 ○ 社会保険関係法

令の遵守 

＜健康保険・厚生年

金保険の適用事業

所の場合＞ 

・健康保険・厚生年金保険料領収証書の写し（在留諸

申請の日の属する月の前々月までの２４か月分全て）又

は社会保険料納入状況照会回答票 

 

 

 

＊健康保険・厚生年金保険料の納付から社会保険

・健康保険・厚生年金保険料領収証書の写し（在留諸

申請の日の属する月の前々月までの２４か月分全て）

又は社会保険料納入状況照会回答票 

＊健康保険・厚生年金保険の適用事業所には，強

制適用事業所のみならず，任意適用事業所も含ま

れます。 

＊健康保険・厚生年金保険料の納付から社会保険



料納入状況照会回答票への納付記録の反映までに

時間を要することから，反映前に提出する場合は，

社会保険料納入状況照会回答票に加え，該当する

月の健康保険・厚生年金保険料領収証書の写しも

提出してください。 

料納入状況照会回答票への納付記録の反映までに

時間を要することから，反映前に提出する場合は，

社会保険料納入状況照会回答票に加え，該当する

月の健康保険・厚生年金保険料領収証書の写しも

提出してください。 

8 P60 （９）特定技能外国人

の活動状況に係る文

書の作成等に関する

もの 

【留意事項】 

○２つ目 

 ○ 雇用する特定技能外国人に対する毎月の報酬の

支払状況として，口座振込であれば口座振込明細書

を「特定技能外国人の受入れに要した費用の額及び

内訳」に係る添付資料として，特定技能外国人の活

動状況に関する帳簿に編てつしてください。 

9 P68 （１５）報酬の口座振

込み等に関するもの 

【留意事項】 

○２つ目 

○ 預貯金口座への振込み以外の支払方法を採った場

合の出入国在留管理庁長官の確認は，特定技能所属

機関が四半期ごとに特定技能外国人の活動状況に関

する届出の際に，次の書類を提出することにより受けな

ければなりません。 

・特定技能外国人の給与明細の写し 

・報酬支払証明書（参考様式第５－７号） 

○ また，預貯金口座への振込みによった場合にも，四半

期ごとに行う特定技能外国人の活動状況に関する届出

の際に，報酬支払状況として口座振込明細書，取引明

細書等の写しを添付して届出を行うこととなっています。 

○ 預貯金口座への振込み以外の支払方法を採った場

合の出入国在留管理庁長官の確認は，特定技能所属

機関が四半期ごとに特定技能外国人の活動状況に関

する届出の際に，次の書類を提出することにより受

けなければなりません。 

・報酬支払証明書（参考様式第５－７号） 

10 P69 第２ 

（１）中長期在留者の

受入れ実績等に関

するもの 

【関係規定】 

 法第２条の５ 

３ 特定技能雇用契約の相手方となる本邦の公私の機

関は，次に掲げる事項が確保されるものとして法務

省令で定める基準に適合するものでなければならな

い。 

二 第６項及び第７項の規定に適合する第６項に規



定する１号特定技能外国人支援計画（第５項及び

第４章第１節第２款において「適合１号特定技能

外国人支援計画」という。）の適正な実施 

11 P76 第２ 

（６）定期的な面談の

実施に関するもの 

【留意事項】 

○２つ目 

 ○ 派遣形態による受入れの場合には，派遣先の監督

的立場にある者との面談を行うことが必要となりま

す。 

 

12 P85 第７章 特定技能所

属機関に関する届出 

○３つ目 

 ○ 本章に定める届出は，対象となる外国人が「特定

技能」の在留資格を有したのちに生じた事由につい

て，届出を行う必要があります。したがって，諸申

請前に生じた事由（申請前に支援委託契約を結んだ

場合等）については，諸申請時に内容を確認してい

ますので，届出を行う必要はありません。 

なお，「特定技能」の在留資格に係る上陸・変更許

可を受けるまでの間に変更等が生じた場合には，申

請の提出先である地方出入国在留管理局にご申告・

ご相談ください。 

13 P87 第１節 

第１ 契約変更の届

出 

別表 

Ⅲ 従事すべき

業 務 の 内

容 

＜共通＞ 

・雇用条件書の

写し（参考様式

第１－６号） 

＜ 右記①の 場

合＞ 

・特定技能外国

人が従事しよう

とする業務に必

要な技能水準

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 従 事 す べ

き 業 務 の

内容 

＜共通＞ 

・雇用条件書の

写し（参考様式

第１－６号） 

・特定技能外国

人の指定書 

＜右記②の場

合＞ 

・特定技能外国

人が従事しよ

①複数分野の

指定を受けて

いる特定技能

外国人で，分

野の主従関係

を変更する場

合は，届出が

必要 

（注意）新た

な分野の指定



を有することを

証明する資料 

 

 

 

 

①同一分野内

で従事する 業

務区分を変更

す る 場 合 に は

届出が必要 

（注意）従事す

る業務が属す

る特定産業分

野を変更する

場合は在留資

格変更許可申

請が必要 

②分野別運用

要 領に 定め る

「 特 定 技 能 外

国人が従事す

る業務」に従事

しないこととなっ

た場合に届出

が必要 
 

うとする業務

に必要な技能

水準を有する

ことを証明す

る資料 

を受けるため

には，在留資

格変更許可申

請が必要 

②同一分野内

で従事する業

務区分を変更

する場合には

届出が必要 

（注意）従事

する業務が属

する特定産業

分野を変更す

る場合は在留

資格変更許可

申請が必要 

③分野別運用

要領に定める

「特定技能外

国人が従事す

る業務」に従

事しないこと

となった場合

に届出が必要 
 

14 P90 第３ 新たな契約締

結の届出 

【留意事項】 

○１つ目 

○ 「新たな契約を締結した場合」とは，例えば，特定技能

外国人が自己の意思で特定技能所属機関を退職して

契約が終了したことにより契約終了の届出がされ，転職

に向けた就職活動を行っていたものの，転職先が見つ

○ 「新たな契約を締結した場合」とは，例えば，特

定技能外国人が自己の意思で特定技能所属機関を退

職して契約が終了したことにより契約終了の届出が

され，転職に向けた就職活動を行っていたものの，



からなかったことから，当該特定技能所属機関に戻り，

再度契約を締結したような場合が該当します。 

転職先が見つからなかったことから，当該特定技能

所属機関に戻り，再度契約を締結したような場合が

該当します（異なる特定技能所属機関と新たに契約

を締結する場合は，在留資格変更許可申請が必要と

なります。）。 

15 P97 第４節 特定技能外

国人の受入れ困難

時の届出 

【確認対象の書類】 

 【確認対象の書類】 

・受入れ困難に係る届出書（参考様式第３－４号） 

 

16 P99 第５節 出入国又は

労働関係法令に関

する不正行為等を知

ったときの届出 

○２つ目 

 ○ 特定技能所属機関が雇用する特定技能外国人に限

らず，行政機関から指導があった場合等は，本件届

出ではなく，特定技能所属機関の定期届出のうち，

活動状況に係る届出書（参考様式３－８号）の項番

１０「その他の適格性に関すること」に記載のとお

り，理由書（任意書式）や疎明資料を添付して提出

してください。 

17 P99 【確認対象の書類】  【確認対象の書類】 

・出入国又は労働に関する法令に関し不正又は著しく

不当な行為（不正行為）に係る届出書（参考様式第

３－５号） 

18 P100 第６節 特定技能外

国人の受入れ状況

に関する届出 

○１つ目 

○ 特定技能所属機関は，四半期ごとに翌四半期の初日

から１４日以内に，当該機関の住所（雇用する特定技能

外国人の指定書に記載の住所）を管轄する地方出入国

在留管理局に特定技能外国人の在留管理に必要なも

のとして法務省令で定める事項（報酬の支払状況等）を

記載した書類を提出して届出を行わなければなりませ

ん。 

○ 特定技能所属機関は，四半期ごとに翌四半期の初

日から１４日以内に，当該機関の住所（雇用する特

定技能外国人の指定書に記載の住所）を管轄する地

方出入国在留管理局に特定技能外国人の在留管理に

必要なものとして法務省令で定める事項を記載した

書類を提出して届出を行わなければなりません。 



19 P100-101 ○２つ目及び３つ目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 四半期は次のように定められています。 

① 第１四半期： １月１日から ３月３１日まで 

② 第２四半期： ４月１日から ６月３０日まで 

③ 第３四半期： ７月１日から ９月３０日まで 

④ 第４四半期：１０月１日から１２月３１日まで 

○ 届出事項は次のとおりとなっています。 

① 届出の対象となる期間内に受け入れていた特定技

能外国人の総数 

② 届出に係る特定技能外国人の氏名，生年月日，性

別，国籍・地域，住居地及び在留カードの番号 

③ 届出に係る特定技能外国人が「特定技能」の活動

を行った日数，活動の場所及び従事した業務の内容 

④ 届出に係る特定技能外国人が派遣労働者として業

務に従事した場合にあっては，派遣先の氏名又は名

称及び住所 

○ 届出事項は次のとおりとなっています。 

① 届出の対象となる期間内に受け入れていた特定

技能外国人の総数 

② 届出に係る特定技能外国人の氏名，生年月日，

性別，国籍・地域，住居地及び在留カードの番号 

③ 届出に係る特定技能外国人が「特定技能」の活

動を行った日数，活動の場所及び従事した業務の

内容 

④ 届出に係る特定技能外国人が派遣労働者として

業務に従事した場合にあっては，派遣先の氏名又

は名称及び住所 

○ 四半期は次のように定められています。 

① 第１四半期： １月１日から ３月３１日まで 

② 第２四半期： ４月１日から ６月３０日まで 

③ 第３四半期： ７月１日から ９月３０日まで 

④ 第４四半期：１０月１日から１２月３１日まで 

20 P104 第８節 特定技能

外国人の活動状況

○ 「特定技能外国人の預金口座又は貯金口座への振

込み等の方法により現実に支払われた額」を記載した

○ 「特定技能外国人の預金口座又は貯金口座への振

込み等の方法により現実に支払われた額」を記載し



に関する届出 

【留意事項】 

○２つ目 

書類として，次の資料を添付してください。 

＊報酬の支払方法を「口座振込」とした場合（次のいず

れも） 

・特定技能外国人の指定する預金口座等への振

込明細書 

・特定技能外国人の預金口座等の通帳の写し又

は取引明細書の写し 

＊報酬の支払方法を「通貨払」とした場合（次のいず

れも） 

・特定技能外国人の給与明細の写し 

・報酬支払証明書（参考様式第５－７号） 

た書類として，次の資料を添付してください。 

＊報酬の支払方法を「口座振込」とした場合 

添付不要。ただし，特定技能外国人の指定する

預金口座等への振込明細書を「特定技能外国人の

受入れに要した費用の額及び内訳」に係る添付書

類として，特定技能外国人の活動状況に関する帳

簿に編てつしてください。 

＊報酬の支払方法を「通貨払」とした場合 

・報酬支払証明書（参考様式第５－７号） 

21 P104 ○４つ目 ○ 特定技能外国人に係る特別徴収した税を納付してい

ない場合は，当該特定技能外国人の身分事項及び特

別徴収した税を納付していない理由について，理由書

（任意様式）を本届出書（参考様式第３－８号）とともに

提出しなければなりません。 

○ 特定技能外国人に係る特別徴収した税を納付して

いない場合は，当該特定技能外国人の身分事項及び

特別徴収した税を納付していない理由について，理

由書（任意様式）を本届出書（参考様式第３－８号）

とともに提出しなければなりません。 

また，普通徴収で特定技能外国人が税を納付して

いないことを確認した場合は，今後の納付予定につ

いて理由書（任意書式）を本届出書に添付してくだ

さい。 

22 P104 ○５つ目 ○ 労働安全衛生法の規定に違反する行為があったとし

て労働基準監督官から是正勧告を受けた場合は，その

都度，出入国又は労働関係法令に関する不正行為を

行った場合の届出を行わなければなりませんが，本届

出書（参考様式第３－８号）にも届出期間の状況を記載

しなければなりません。 

○ 雇用する特定技能外国人の労働安全衛生法の規定

に違反する行為があったとして労働基準監督官から

是正勧告を受けた場合は，その都度，出入国又は労

働関係法令に関する不正行為を行った場合の届出を

行わなければなりませんが，本届出書（参考様式第

３－８号）にも届出期間の状況を記載しなければな

りません。 

23 P104 ○７つ目  ○ その他の適格性に関することについては，特定技



能所属機関が雇用する特定技能外国人に限らず，行

政機関から特定技能所属機関に対して指導があった

場合等，適格性に関することについて，理由書（任

意書式）や疎明資料を添付してください。 

24 P110 第９章 

第１節 

第１ 

（１）登録等 

【留意事項】 

○１つ目 

○ 特定技能外国人に対する支援を分野で限定する場合

は，対外的にその旨が分かるように，対応可能な分野を

表示するなど，登録支援機関のホームページ等におい

て周知することが望まれます。 

○ 支援の委託を検討している者の利便性を向上する

観点から，対応可能な分野や支援の委託手数料の標

準的な金額を記した料金表を表示するなど，登録支

援機関のホームページ等において周知することが望

まれます。 

25 P132 第２節 

第１ 変更の届出 

○１つ目 

○ 登録支援機関は，申請書の記載事項に掲げる事項に

変更があったときは，登録事項変更に関する届出書（入

管法施行規則別記第２９号の１６様式。以下「別記第２

９号の１６様式」という。）を登録支援機関の住所（本店

又は主たる事務所）を管轄する地方出入国在留管理局

に提出しなければなりません。 

○ 登録支援機関は，登録した申請書の記載事項に掲

げる事項に変更があったときは，登録事項変更に関

する届出書（入管法施行規則別記第２９号の１６様

式。以下「別記第２９号の１６様式」という。）を登

録支援機関の住所（本店又は主たる事務所）を管轄

する地方出入国在留管理局に提出しなければなりま

せん。 

26 P133 別表（登録支援機関

変更事項関係） 

氏名又は

名称 

 

 

 

 

＜法人の場合＞ 

登記事項証明書 

＜個人事業主の場合

＞ 

・住民票の写し 

・変更後の屋号を明ら

かにする書類 

 

 

氏名又は

名称 

＜共通＞ 

登録支援機関概要

書（参考様式第２－

２号） 

＜法人の場合＞ 

登記事項証明書 

＜個人事業主の場

合＞ 

・住民票の写し 

・変更後の屋号を明

らかにする書類 

・支援を行う事務所

の名称についても同

時に変更となる場合

には，届出書の変更

事項欄及び登録支

援機関概要書（参考

様式第 2－2 号）に

記載すること。 

・添付の登録支援

機関概要書（参考様

式第２－２号）には，



該当する変更部分の

みを記載すること。 
 

27 P133 別表（登録支援機関

変更事項関係） 

住所  

 

 

 

＜法人の場合＞ 

登記事項証明書 

＜個人事業主の場合

＞ 

住民票の写し 

 

 

住所 ＜共通＞ 

登録支援機関概要

書（参考様式第２－

２号） 

＜法人の場合＞ 

登記事項証明書 

＜個人事業主の場

合＞ 

住民票の写し 

・郵便番号又は電

話番号のみを変更す

る場合には，変更事

項を「住所」として届

出が必要（添付書類

は不要）。 

・支援業務を行う事

務所の所在地につい

ても同時に変更とな

る場合には，届出書

の変更事項欄及び

登録支援機関概要

書（参考様式第２－

２号）に記載するこ

と。 

・添付の登録支援

機関概要書（参考様

式第２－２号）には，

該当する変更部分の

みを記載すること。 
 

28 P133 別表（登録支援機関

変更事項関係） 

代表者の

氏名 

 

 

 

登記事項証明書 

 

 

代表者の

氏名 

登録支援機関概要

書（参考様式第２－

２号） 

登記事項証明書 

住民票の写し 

・添付の登録支援

機関概要書（参考様

式第２－２号）には，

該当する変更部分の

みを記載すること。 
 



29 P133-134 別表（登録支援機関

変更事項関係） 

支援業務

を 行 う 事

務所の所

在地 

登録支援機関概要

書（参考様式第２

－２号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・添付の登録支援

機関概要書（参考

様式第２－２号）に

は，該当する変更部

分のみを記載するこ

と。 
 

支援業務

を 行 う 事

務所の所

在地 

登録支援機関概要

書（参考様式第２－

２号） 

・支援を行う事務所

の名称を変更する場

合には，変更事項を

「支援業務を行う事

務所の所在地」として

届出が必要。 

・登録支援機関の

住所についても同時

に変更となる場合に

は，届出書の変更事

項欄及び登録支援

機関概要書（参考様

式第２－２号）に記載

すること。 

・登録支援機関の

名称についても同時

に変更となる場合に

は，届出書の変更事

項欄及び登録支援

機関概要書（参考様

式第 2－2 号）に記

載すること。 

・添付の登録支援

機関概要書（参考様

式第２－２号）には，

該当する変更部分の

みを記載すること。 
 



30 P134 【留意事項】 

○２つ目 

 ○ 添付する登録支援機関概要書については，変更部

分のみを記載し，当該変更部分に英語表記欄がある

場合には，英語表記についても必ず記載してくださ

い。 

31 P137 第４ 支援の実施状

況に関する届出 

【留意事項】 

○１つ目 

 ○ 本届出は，支援の対象となる外国人が「特定技能」

の在留資格を有したのちに行った支援について，届

け出なければなりません。 

32 P137 ○５つ目  ○ その他の適格性に関することについては，登録支

援機関が行政機関から指導があった場合等に，理由

書（任意書式）や疎明資料を添付してください。 



33 参考様式

第１－６号 

１枚目 

 

 



34 参考様式

第１－１８

号 

２枚目 

 

 



35 参考様式

第１－１８

号 

３枚目 

 

  



36 参考様式

第１－１８

号 

別紙 

（新規）  

 



37 参考様式

第３-１号 

１枚目 

 

  



38 参考様式

第３-１号 

２枚目 

 

  



39 参考様式

第３-２号 

１枚目 

 

  



40 参考様式

第３-２号 

２枚目 

 

  



41 参考様式

第３-３号 

１枚目 

 

  



42 参考様式

第３-６号 

２枚目 

 

  



43 参考様式

第３-７号 

１枚目 

 

  



44 参考様式

第３-７号 

２枚目 

 

  



45 参考様式

第３-７号 

３枚目 

 

  



46 参考様式

第３-７号 

４枚目 

 

 

 



47 参考様式

第３-８号 

１枚目 

 

  



48 参考様式

第３-８号 

２枚目 

 

  



49 参考様式

第３-８号 

３枚目 

 

  



50 参考様式

第３-８号 

４枚目 

 

  



51 参考様式

第４-３号 

１枚目 

 

  



52 参考様式

第４-３号 

２枚目 

 

  



53 参考様式

第４-３号 

３枚目 

 

  



54 参考様式

第４-３号 

４枚目 

 

  



55 参考様式

第４-３号 

５枚目 

 

 

 


